
（様式1－補正予算）

（予算）

番号 総務部総務課

議案名

歳入 （単位：千円）

担当課 内　　　　　容

7,600 所得割額（180,000 → 187,600）

331 滞納繰越分（村民税）（300 → 631）

△ 1,500 均等割額（13,500 → 12,000）

1,000 法人税割額（14,000 → 15,000）

△ 10 滞納繰越分（法人税）（10 → 0）

1,859 土地税額 （60,000 → 61,859）

5,831 家屋税額（112,000 → 117,831）

393 償却資産税額（43,000 → 43,393）

487 滞納繰越分（固定資産税）（200 → 687）

1,273 現年度課税分（種別割）（18,000 → 19,273）

330 現年度課税分（環境性能割）（1,000 → 1,330）

△ 1 滞納繰越分（軽自動車税）（1 → 0）

100 現年度課税分（900 → 1,000）

400 地方揮発油譲与税（4,000 → 4,400）

2,000 自動車重量譲与税（11,000 → 13,000）

総務課 △ 300 配当割交付金（4,500 → 4,200）

△ 1,600 株式等譲渡所得割交付金（5,000 → 3,400）

総務課 3,500 法人事業税交付金（7,500 → 11,000）

総務課
2地方譲与税

（自動車重量譲与税）

4配当割交付金

総務課
5株式等譲渡所得割
交付金

6法人事業税交付金

税務課

補正額 左の充当先科目　予算科目

2地方譲与税

（地方揮発油譲与税）

1村税

（村民税）

総務課

1村税

（固定資産税）

議案第１２号 担当

　令和５年度千早赤阪村一般会計補正予算（第１４号）

　令和５年度千早赤阪村一般会計補正予算（第１４号）の概要は、次のとおりです。

予算規模
　　　　　　　６千３２万１千円の減額

　　　　４０億６千１４万３千円

　補正額

　歳入歳出総額

税務課

1村税

（軽自動車税）

税務課

税務課
1村税

（村たばこ税）
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担当課 内　　　　　容

総務課 △ 2,000 地方消費税交付金（112,000 → 110,000）

△ 6,000 ゴルフ場利用税交付金（22,000 → 16,000）

総務課 500 環境性能割交付金（3,500 → 4,000）

△ 1,002 地方特例交付金（2,500 → 1,498）

283

201,596 普通交付税（1,470,000 → 1,671,596）

18,000 特別交付税（179,000 → 197,000）

△ 150

9 総務費 行政財産使用料（84 → 93）

50 総務費 税務証明手数料（170 → 220）

28 民生費 障害児施設措置費負担金（23,344 → 23,372）

72 民生費 障害サービス等負担金（58,581 → 58,653）

122 民生費 低所得者保険料軽減負担金（2,828 → 2,950）

2,925 総務費

福祉課 37 民生費 地域生活支援事業費等補助金（3,334 → 3,371）

1 衛生費 乳幼児身体発育調査委託金（0 → 1）

14 民生費 障害児施設措置費負担金（11,671 → 11,685）

36 民生費 障害サービス等負担金（29,289 → 29,325）

122 民生費 低所得者保険料軽減負担金（1,414 → 1,536）

教育課 442 教育費 施設型給付負担金（11,856 → 12,298）

福祉課 18 民生費 地域生活支援事業費等補助金（1,665 → 1,683）

588 民生費 総合相談事業交付金（933 → 1,521）

27 衛生費 公害防止事務交付金（104 → 131）

　予算科目 補正額 左の充当先科目

住民記録システム改修費補助金
（6,528 → 9,453）

新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特
別交付金（0 → 283）

7地方消費税交付金

8ゴルフ場利用税交
付税

10地方特例交付金

（地方特例交付金）

交通安全対策特別交付金（750 → 600）12交通安全対策特別
交付金

総務課

総務課
14使用料及び手数料

（使用料）

15国庫支出金

（負担金）福祉課

10地方特例交付金

（負担金）

11地方交付税

16府支出金

総務課

住民課
（補助金）

住民課

福祉課

健康課
15国庫支出金

（委託金）

税務課
14使用料及び手数料

（手数料）

総務課

9環境性能割交付金

（補助金）

総務課

総務課

15国庫支出金

16府支出金

（新型コロナウイル
ス感染症対策地方税
減収補てん特別交付
金）



担当課 内　　　　　容

△ 209 総務費 財産貸付収入（2,070 → 1,861）

△ 76 総務費 財政調整基金利子（300 → 224）

△ 24 総務費 村債管理基金利子（75 → 51）

△ 2 総務費 教育施設整備基金利子（8 → 6）

△ 8 総務費 ふるさと応援基金利子（25 → 17）

19 総務費 公共施設等整備基金利子（160 → 179）

19 延滞金（1 → 20）

△ 29 総務費 コピー等印刷代（41 → 12）

1 総務費 情報公開実費負担金（1 → 2）

農林商工課 △ 31 農林商工費 農業者年金業務委託手数料（90 → 59）

福祉課 95 民生費 居宅支援サービス料（3,715 → 3,810）

総務課 523 消防費、教育費 市町村振興宝くじ交付金（14,500 → 15,023）

住民課 901 後期高齢者医療定率負担金精算金（0 → 901）

税務課 △ 1 総務費 郵便ポスト設置負担金（1 → 0）

235 総務費 新庁舎工事に係る光熱水費（0 → 235）

4 総務費 水道工事に係る旧千早小水道使用料（0 → 4）

都市整備課 1,950 災害復旧費 災害復旧工事に伴う負担金（0 → 1,950）

住民課 15 違約金（0 → 15）

△ 32,300 衛生費 水道事業一般会計出資債（83,300 → 51,000）

△ 4,200 消防費 備蓄倉庫等整備事業債（110,300 → 106,100）

5,000 教育費

2,200 教育費 英語指導助手配置事業債（0 → 2,200）

3,300 教育費

6,300 災害復旧費 教育施設災害復旧事業債（14,800 → 21,100）

15,000 災害復旧費 観光施設災害復旧事業債（0 → 15,000）

△ 20,000 臨時財政対策事業債（20,000 → 0）

216,093

△ 276,414

△ 60,321

歳出 （単位：千円）

担当課 内　　　　　容

1議 1議 1議 3職 △ 2 一財 0

8旅 2

2総 1総 1一 2給 △ 4,877 一財 33,188

3職 △ 3,532

3職 43,476

4共 △ 1,879

2総 1総 5財 24積 △ 34 その他 △ 91

24積 135,976 一財 136,033

2総 1総 8電 12委 △ 29 国庫 2,925

12委 2,926 一財 △ 28

不用による減及び職員の退職に伴う退職手当の増。

　予算科目 補正額 左の充当先科目

不用による減及び通勤手当の変動に伴う費用弁償の
増。

（4,991 → 4,991）

小学校スクールバス運行事業債
（5,000 → 10,000）

給食調理・配送業務委託事業債
（30,000 → 33,300）

不用による減及び財政調整基金積立金及び退職手当
基金積立金の増。基金管理費

（63,455 → 200,588）

職員人件費

総務課

補正額 左の財源内訳予算科目・事業名

21諸収入

（雑入）

21諸収入

歳出の不用に伴う減額

計

（財産運用収入）

契約期間変更による減及び戸籍情報システム改修委
託料の増。

（10,740 → 13,637）

秘書企画課

（延滞金、加算金及
び過料）

税務課

総務課

総務課

17財産収入

小計

総務課

22村債

総務課

会計年度任用職員人
件費

（201,769 → 234,957）

住民情報系住民処理
事務費

住民課

秘書企画課



担当課 内　　　　　容

3民 1社 1社 10需 △ 6 一財 5

11役 22

18負 △ 11

3民 1社 1社 19扶 144 国庫 72

府費 36

一財 36

3民 1社 1社 12委 1,246 国庫 37

府費 18

一財 1,191

3民 1社 1社 7報 △ 30 国庫 28

10需 △ 4 府費 △ 530

12委 △ 510 一財 14

19扶 56

3民 1社 6子 11役 39 一財 1,547

19扶 1,508

3民 1社 9介 12委 △ 160 国庫 △ 81

18負 95 その他 95

一財 △ 79

4衛 1保 1保 27繰 178 一財 178

7土 1土 1土 1報 3 一財 3

9教 1教 1教 10需 30 一財 30

9教 1教 1教 4共 52 地方債 2,200

8旅 9 一財 △ 2,139

9教 2小 1（小） 10需 △ 1,877 一財 △ 2,211

11役 10

11役 △ 30

12委 △ 314

9教 4社 6く 11役 △ 50 その他 △ 104

12委 277 一財 △ 496

12委 △ 827

171,877

△ 232,198

計 △ 60,321

補正額 左の財源内訳

不用による減及び対象世帯数が増えたことによる通
信運搬費の増。

（2,672 → 2,677）

小計

 2総　1総　 8電

不用による減額

 1議　1議　 1議

給付見込み増による扶助費の増。

介護・訓練等給付費

国民健康保険特別会計（診療施設勘定）における一
般会計繰入金額の増額に伴う増。

地域生活支援事業費

（1,586 → 1,616）

（10,055 → 11,602）

住民課

審査支払手数料及び医療費助成費の増。

教育課

使用見込みによる燃料費の増。

障害児施設措置（給
付）等事業費

（49,850 → 49,362）

福祉課

（117,974 → 118,118）

不用による減及び給付見込み増による扶助費の増。

国民健康保険特別会
計（施設勘定）繰出
金

子ども医療費助成事
業費

（3,223 → 3,168）

秘書企画課

時間外勤務の増に伴う会計年度任用職員報酬の増。

⇒　 2款 総務費　1項 総務管理費　8目 電子計算費

 2総　1総　 5財 ⇒　 2款 総務費　1項 総務管理費　5目 財政管理費

⇒　 1款 議会費　1項 議会費　　　1目 議会費

 2総　1総　 1一 ⇒　 2款 総務費　1項 総務管理費　1目 一般管理費

教育課

各小学校の電話使用量の増加による通信運搬費の増
及び不用による減。

基幹相談支援センター及び相談支援事業所への委託
料の増。

（20,685 → 20,351）

教育課

（46,554 → 46,615）

教育委員会事務局事
務費

小学校管理運営事業
費

くすのきホール管理
運営事業費

（8,159 → 9,405）

秘書企画課

随時改定に伴う共済費の増及び通勤手当の変動に伴
う費用弁償の増。

不用による減及び音響・照明操作業務委託料の増。

（18,778 → 18,178）

不用による減及び対象者増による原案作成負担金の
増。

会計年度任用職員人
件費

福祉課

社会福祉関係事業費

介護保険総務費
福祉課

会計年度任用職員人
件費

福祉課

（3,079 → 3,082）

総務課

福祉課

（30,938 → 31,116）

予算科目・事業名



 3民　1社　 9介 ⇒　 3款 民生費　1項 社会福祉費　9目 介護保険費

⇒　 9款 教育費　2項 小学校費　　1目 （小）学校管理費

 9教　4社　 6く ⇒　 9款 教育費　4項 社会教育費　6目 くすのきホール管理費

 7土　1土　 1土 ⇒　 7款 土木費　1項 土木管理費　1目 土木総務費

 9教　1教　 1教 ⇒　 9款 教育費　1項 教育総務費　1目 教育委員会費

 9教　2小　 1（小）

 3民　1社　 6子 ⇒　 3款 民生費　1項 社会福祉費　6目 子ども医療費助成費

 4衛　1保　 1保 ⇒　 4款 衛生費　1項 保健衛生費　1目 保健衛生総務費

 3民　1社　 1社 ⇒　 3款 民生費　1項 社会福祉費　1目 社会福祉総務費



繰越明許費

追加 （単位：千円）

担当課 款 項 金額 内　　容

4,900

4,554

870

6,000

2,171

12,633

12,908

事業名

衛生費
保健衛生
費

新型コロナワクチン接
種事業

総務費
総務管理
費

住基システム改修業務住民課

新型コロナワクチンの特例臨時接種が令和6年
3月31日で終了することに伴い、令和6年度に
おいて残務処理等を計上する必要があるた
め。

補助金実施要領の改正により、改修内容が追
加され、年度内に完了できない見込みとなっ
たため。

農林水産
業費

農業費 農道整備設計業務農林商工課
農道整備のルートの構想決定に対し、地権者
同士の調整に時間を要したため。

健康課

総務費
総務管理
費

戸籍情報システム改修
業務

住民課

戸籍情報システム改修業務に連動しており、
同システム改修が年度内に完了できない見込
みとなったため。

災害復旧
費

文教施設
災害復旧
費

千早赤阪村立中学校グ
ラウンド擁壁災害復旧
事業

村立中学校グラウンド擁壁の災害復旧につい
ては復旧工法の検討に時間を要したことに伴
い、国庫補助の決定や史跡における現状変更
に関する許可が遅れ、年度内での復旧工事完
了が難しいため。

教育課

教育費
社会教育
費

くすのきホールキュー
ビクル改修工事

教育課
工事に必要な高圧ケーブルが市場で不足して
おり、年度内に工事完了が見込めないため。

災害復旧
費

公共土木
施設災害
復旧費

村道大廻高塚線災害復
旧工事

都市整備課
工事施行箇所の上部に民家があり、復旧には
民地部分と道路法面を一体として施工する必
要性がある中、地権者との協議に時間を要し
たため。


